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Ⅰ 理論・一般
０．総　記
ドイツ労働史・労働運動史研究 相馬保夫 大原社会問題研究所雑誌 512 01.７

向坂文庫の整理を終えて 若杉隆志 社会主義 462 01.6月増刊

古典とわたし（１） 西井龍生 社会主義 463 01.７

国・地方公共団体とポジティブ・アクション 安枝英 人事院月報 617 01.３

一頭立て馬車体制の見直しを 瀬地山角 人事院月報 619 01.４

公務における男女共同参画社会の実現に向けて 上村直子 人事院月報 621 01.６

公務における男女共同参画の実現を目指して 人事院月報 622 01.７

＊大真面目に休む国ドイツ 福田直子 平凡社 B40.210 01.５

＊セクシャルハラスメントとどう向き合うか 落合恵子，吉武輝子 岩波書店 A5.63 01.８

＊諸外国の労働統計に関する調査研究 日本労働研究機構 A4.147 01.３

＊ハンドブック世界の人権 ヒラリー・プール編 梅田　徹訳 明石書店 A5.396 01.５

＊労働運動白書　平成13年版

厚生労働省労使関係担当参事官室監修 日本労働研究機構編 日本労働研究機構 A5.480 01.８

１．労働論
労働価値概念の仮想性と現実性 和田　豊 岡山大学経済学会雑誌 33-1 01.６

二一世紀型キャリア開発 河野真理子 人事院月報 620 01.５

特集　21世紀組織論のグランドデザイン 組織科学 34-4 01.６

プロセスとしての競争研究に向けて（淺羽茂）雇用組織における人事評価の公平性（高橋　潔）

内部労働市場論に基づく21世紀型人材マネジメントモデルの概要（守島基博）他

NPO設立による企業間協働と企業社会貢献の新展開 横山恵子 組織科学 34-4 01.６

特集　勤労者のボランティア活動について 労働時報（労働省） 54-5 01.５

「企業及び勤労者のボランティア活動に関する調査」の結果　勤労者のボランティア活動参加促進のため

の取組

厚生労働省の勤労者ボランティア関連施策　「勤労者ボランティア・シンポジウム」の開催（勤労者生活

部企画課）

＊現代漁業労働論 三輪千年 成山堂書店 A5.144 00.12

＊仕事の社会心理学 長田雅喜，平林　進訳編 ナカニシヤ出版 A5.303 01.６

２．労使（資）関係論
特集　現場から見た労使関係の課題 勤労者福祉 62 01.６

労働組合の存在意義（酒井　勉）労働委員会制度雑感（兵頭　傳）浸食される労働現場での労使課題（加

藤敏幸）
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日独労使関係比較に向けて（報告） ハイデルベルグ大学調査団 連合総研レポートDIO 151 01.６

＊従業員持株制度の研究 市川兼三 信山社 A5.482 01.６

３．労働経済論（含　賃金論）
消費税と労働所得税のMWCとMCF 村田安雄 関西大学経済論集 51-1 01.６

＊労働経済白書　平成13年版 厚生労働省編 日本労働研究機構 A5.256 01.７

４．経営労務論
国や地方公共団体などの行政組織における昇進管理としての「早い昇進」と「遅い昇進」

峯野芳郎 産業・組織心理学研究 13-2 01.３

人事管理理念としての自己実現 松山一紀 産業・組織心理学研究 13-2 01.３

組織におけるオーソリティー論の再検討 山岡　徹 産業・組織心理学研究 13-2 01.３

経営の合理化と活性化に大きな効果「スーパーカフェテリアプラン」導入のすすめ

岡田義晴 労働法学研究会報 2234 01.6.1

＊人的資源管理要論 服部　治，谷内篤博編 晃洋書房 A5.239 00.12

５．社会政策，社会福祉，社会保障論
特集　21世紀の年金問題 社会保障制度審議会報告書と有識者会議報告書をめぐって

季刊年金と雇用 20-1 01.５

21世紀の社会保障（貝塚啓明）21世紀の年金改革：公的年金の守備範囲（井堀利宏）

年金改革の論点（山h泰彦）21世紀の社会保障（降矢憲一）社会保障の制度改革の基礎（宮澤健一）

ノルウェーにおける独居高齢者への社会的支援の実態

大橋信夫　下平佳江 産業・組織心理学研究 13-2 01.３

ＩＴの社会保障制度への利用を考える 河口洋行 社会保険旬報 2099 01.6.1

ドイツ介護保険の新たな動き 小梛治宣 週刊社会保障 2139 01.6.11

＊新自由主義と非福祉国家への道 浅井春夫 あけび書房 A5.133 01.２

＊福祉活動のフィールド学 橋本義郎 明石書店 B6.198 01.４

＊社会政策講義　ポール・スピッカー著　武川正吾，上村泰裕，森川美絵訳　有斐閣 A5.342 01.７

＊スウェーデンの社会福祉 高島昌二 ミネルヴァ書房 A5.334 01.７

７．労働科学，人間工学
交代制勤務における覚醒水準と認知機能の変動 本城由美子 労働科学 77-5 01.５

＊疲労と精神衛生 桐原葆見 労働科学研究所 A5.192 01.３

８．職業教育・訓練論
職業訓練施策の評価：非実験的および実験的方法による検証のレビュー

黒澤昌子 経済研究（明治学院大） 120 01.２

職責連動型人事制度と人材育成 今井秀之 産業訓練 550 01.７

地方自治体における人材育成 池田典隆 産業訓練 550 01.７

縦断データに基づく看護職キャリア発達研究　佐野幸子　水野　智　若林　満

産業・組織心理学研究 13-2 01.３

第七次職業能力開発基本計画の策定について

厚生労働省職業能力開発局 職業能力開発ジャーナル 43-6 01.６

特集　知的競争力としての人材 ビジネスレビュー（一橋大） 49-1 01.Summer

もの造りの技能と競争力（小池和男）日本のベンチャー創業者に学歴は無用か（榊原清則）

人材の価値を左右するもの（猪木武徳）「一皮むける経験」とリーダーシップ開発（金井壽宏　古野庸一）他

職業能力開発の現状と課題（報告） 久本憲夫 連合総研レポートDIO 151 01.６

＊インターンシップ 古閑博美編著 学文社 B5.150 01.６

Ⅱ 労働問題
10．総　記
小泉流「構造改革」と失業・倒産問題 寺田　修 社会主義 463 01.７

職場における実効あるセクシュアルハラスメント防止対策の徹底

中村みどり 労働法学研究会報 2236 01.6.20



64 大原社会問題研究所雑誌　No.518／2002.1

＊採用と人権 東京都労働経済局労政部労働組合課　A4.107 01.２

11．雇用・労働市場
電機産業の雇用構造に関する調査（要約） 電機連合 電機総研リポート 268 01.６

特集　労働市場と市場賃金 エルダー 23-6 01.６

労働市場と市場価格（山本紳也）日本の労働市場の特性と市場賃金（伊藤　実）

特集　労働市場とエンプロイアビリティ エルダー 23-7 01.７

高齢労働社会対応型の人間工学戦略（神代雅晴）エンプロイアビリティの開発をめざして（田中丈夫）

アウトプレースメントからみたエンプロイアビリティ（インタビュー）（関　一紘）他

ITの雇用・労働へのインパクト 竹内三保子 月刊自治研 501 01.６

サービス残業根絶による雇用拡大は緊急課題 平井浩一 前衛 740 01.７

民営職業紹介事業を巡る新しい動き ひと 57 01.５

雇用保険改悪でハローワークが大変 広田研二 労働運動 442 01.７

労働経済の動き　厚生労働省政策統括官付労働政策担当参事官室・国際課　労働統計調査月報 53-5 01.５

12．労働条件
郵便局の労働現場はいま 金沢久三 技術と人間 30-4 01.５

教育職場の能力・業績主義体制 長谷川和男 月刊労働組合 426 01.７

「IT革命」が我が国の労働に与える影響についての調査研究報告書

厚生労働省 旬刊労働実務 1335 01.6.21

電機産業における交替・変則勤務に関する深夜労働の労使ガイドライン

電機連合 労働経済旬報 1672 01.4.上旬

ワークシェアリングに関する調査研究報告書 厚生労働省 労務研究 636 01.６

14．労働時間
年間総労働時間1,950時間（加重平均）産業間では370時間もの格差

山口登守 賃金事情 2388 01.6.5

2001年労働時間・休日・休暇管理 労務事情編集部 労務事情 990 01.7.1

15．パート・派遣・家内労働
派遣事業所同様，紹介事業所も急増加 月刊人材ビジネス編集部 月刊人材ビジネス 175 01.６

16．女性労働
これからの女性社員の育成と活用を考える 芝原脩次 企業と人材 773 01.7.5

男女均等待遇に向かう世界の流れと日本 柴山恵美子 自治労通信 684 01.６

特集　21世紀を拓く！　IT・グローバライゼーションと女性労働（シンポジウム）

女性と労働21 36 01.３

雇用差別をなくし均等待遇を実現するために（パネリスト：浅倉むつ子　大沢真理　中野麻美　コーディ

ネーター：林陽子）「個人モデル」の社会的セイフティネット（パネリスト：浅倉むつ子　大沢真理　中野

麻美　コーディネーター：林陽子）

男女共同参画社会の形成と「男女共同参画影響調査」 大沢真理 女性と労働21 36 01.３

ジェンダーからみた就業と家事 津谷典子 人口問題研究 56-2 00.６

特集　女性の「戦力化」を考える　増えない管理職，部長わずか1.6％　労経ファイル 316 01.7.1

女性には知識，判断力ない？「深夜業“解禁”後も変化なし」70％（厚生労働省）

２割に「結婚退職の慣行」あり　ポジ・アクワースト１は建設業（厚生労働省）

平成12年の「働く女性の実情」の概要 厚生労働省雇用均等政策課 労働基準 53-5 01.５

第16回男女雇用機会均等月間について

厚生労働省雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課 労働基準 53-6 01.６

＊「仕事」，「子供」，『両立』ってどうやんねん？ 大谷由里子 講談社 B6.238 01.１

17．中高年労働
交通安全対策に積極的に取り組む 月刊シルバー人材センター　172 01.７

期待される中小企業の高齢者雇用

国民生活金融公庫総合研究所　国民生活金融公庫調査月報（Monthly Report）483 01.７
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これからの社会に欠かせない高齢者雇用への柔軟な取り組み

塩田丸男　雇用・能力開発機構ニュース／Avant21 01.６

特集　３産業の高齢者雇用推進ガイドライン 賃金労務通信 54-16 01.6.15

明るいシティホテル業　未来のために　現場で『職人さん』と長くつきあうために

高齢者雇用と「生涯労働時間」 連合総研レポートDIO 151 01.６

雇用延長・高齢者活用，「エルダー社員制度」 久間　毅 労働法学研究会報 2237 01.7.1

18．障害者労働
「アジア太平洋障害者の10年」の「107の目標」と日本の到達点：NGOによる評価

佐藤久夫 日本社会事業大学研究紀要　47 00.12

＊知的障害者の特性に応じた職業能力開発に関する研究　４

国立職業リハビリテーションセンター　A4.61 01.３

21．労災，職業病，健康問題
基金の過重性基準を否定　地公災基金は控訴せず 片岡明彦 安全センター情報 277 01.７

特集　船員災害の防止に向けて 海員 53-6 01.６

海難事故の減少に向けて（西山知範）船員災害の現状と課題（全日本海員組合総合政策部）

船員災害防止協会の活動（阿部勇紀）

健康で明るい職場づくり　管理監督者の役割 梅垣和彦 勤労よこはま 440 01.６

特集　保育士の安全衛生 月刊いのちと健康 416 01.6

保育士の仕事も過渡期にある。考えるべきことは，自分のクラスのことだけではない。（河崎絹江）

正規職員と同等の環境整備を目指して発足。堅実な取り組みで，成果を獲得。（川本富貴子）

変わりつつある労災認定 井上　浩 月刊いのちと健康 417 01.７

メンタルヘルス相談体制の確立と教育・研修 川上憲人 健康保険 55-5 01.５

職場環境等の改善と健康診断等の機会の活用 川上憲人 健康保険 55-6 01.６

求められる安全教育の一層の強化 神埜一雄 先見労務管理 1179 01.6.25

特集　保育労働者の安全衛生活動 労働と医学 70 01.６

保育労働者の労働と健康をまもる対策（安達　隆）保育労働者の21年間の頸肩腕健診から（橋本　卓）

保育労働者の腰痛と治療・予防（芹沢憲一）自治体の保育職場のリストラ攻撃と労働者の健康問題（松本

利寛）

早期発見では遅い。精神（心）の健康維持・増進活動がポイント　久保田浩也　労務事情 989 01.6.15

22．労働者意識
変わる勤労意識 今田幸子 関西経協 55-6 01.６

最近の学生の職業意識とインターンシップ 宮本勝浩 関西経協 55-6 01.６

新入労働者の意識はどう変化したか 労働経済旬報編集部 労働経済旬報 1672 01.4.上旬

＊出稼労働者意識調査及び受入れ事業所雇用実態調査 青森県出稼協会 A4.36 01.■

23．生活問題
＊現代消費者の意識と態度 日本リサーチ総合研究所編 大蔵省印刷局 A4.116 00.11

＊定年後はイキイキ人生 長寿社会文化協会編 明石書店 B6.193 01.６

Ⅲ 労働運動
30．総　記
個別的労使紛争の増加と処理システム 道幸哲也 季刊労働法 195 01.３

大阪府におけるIT化と組合の対応 植本真砂子 月刊自治研 501 01.６

鹿島レミコン争議　解決への歩みと教訓 向井光也 建設労働のひろば 39 01.７

特集　「関西航業事件」の背景・経過と法律論 労働法律旬報 1504 01.5.下旬

背景資本の責任追及にあたっての理論的・実践的課題（森　信雄　鎌田幸夫）

関西航業事件の真の背景を探る（村中哲也）OAS労組の組織力低下を企図した「事業閉鎖」（赤田克彦）

さらば「座敷牢」 柘植照男 労働法律旬報 1504 01.5.下旬

31．労働組合・運動論
特集　「労働組合は多様で個性的な労働者の利益を守れるのか」と問われて　JIL@Work 6 01.Summer
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労働組合があるということ（対論）（久谷與四郎　仁田道夫）労使関係論（呉　学殊）

労働運動の「いま」（江上寿美雄）個別労使紛争処理を考えなおす（花見　忠）

働き方・就業意識の変化と労働組合の課題（講演） 佐藤博樹 あけぼの 18-8 01.６

民間労使関係の変貌と組合運動 西谷　敏 季刊地方自治 1 00.10

特集　労働者運動の前進をどうはかるか 共同討議 社会主義 462 01.6月増刊

20世紀から21世紀の労働運動へ（篠藤光行）

学習と企業を越えた交流を柱に（吉田　進　菅野哲雄　高橋広子　山崎耕一郎　篠藤光行　伊藤　修）

労働組合の政治活動と希求する政治体制 高比良芳紀 造船重機 138 01.３

ナショナル・ミニマムとは何か 相澤與一　賃金と社会保障　1299/1300 01.6月合併号

大学改革と組合運動 日本の私立大学 5 94.10

90年代私大教職員組合運動の到達点と課題 日本の私立大学 8 98.３

新しい世紀には新しい組織で新しい労働運動を 南雲光男 連合総研レポートDIO 151 01.６

労働組合と雇用（報告） 青木　誠 連合総研レポートDIO 151 01.６

特集　公務員制度「改革」と労働基本権－労働組合のたたかい 労働運動研究 380 01.６

東京の教育の現状（福井 祥）東京都清掃事業の特別区移管（金高 毅）公務員制度改革と労働基本権（斉藤

市朗）

特集　企業組織の再編と労働組合 労働調査 388 01.６

NTT再編成が労働組合に与えた影響と今後の取り組み課題（吉原泰典）

住友重機械グループにおける分社化と労働組合の対応（田中奉夫）他

地方公務員法における管理職員等の範囲 島田陽一 早稲田法学 76-4 01.３

＊21世紀の労働運動と経済社会 福原宏幸，伊東文生編 創元社 B6.289 01.８

32．ナショナルセンター
＊労働組合づくりの基礎知識 全労連編 学習の友社 A5.127 00.７

34．単産，単組
情報労連の産別機能の強化運動の主体を県等協へシフト 坂本　努 あけぼの 18-8 01.６

「応援する会」に参加しよう！　労働委員会を守り，国鉄闘争を応援する会　応援する会ニュース 1 99.12

国鉄問題・ILO勧告と権利闘争 佐藤昭夫 応援する会ニュース 2 00.３

これ以上の権利の後退は許せない 岡田新一郎 応援する会ニュース 3 00.４

JR東日本株主総会と国労臨時大会－事実に基づいた討議・判断を

佐藤昭夫 応援する会ニュース 6 00.７

「JRの法的責任」はいくつもある 佐藤昭夫 応援する会ニュース 7 00.９

総辞職する執行部と続開大会の課題 川副詔三 応援する会ニュース 8 00.12

ILO勧告の誤りを正そう 佐藤昭夫 応援する会ニュース 9 00.12

解雇撤回・地元JR復帰を闘う闘争団有志を支持する 佐藤昭夫 応援する会ニュース 10 01.２

「闘う国労闘争団」の三・三〇態度表明と支援者の課題 川副詔三 応援する会ニュース 11 01.４

「戦後政治の総決算」路線と「闘う闘争団」 佐藤昭夫 応援する会ニュース 12 01.６

これからの産別労働運動を語る（インタビュー） 井出本榮 海員 53-7 01.７

二〇〇一年度の運動の方向と課題 老田弘道 月刊労農のなかま 38-6 01.６

“長縄跳び”の組合活動で仲間にも会にも変化が…… 伊藤幸夫 月刊労農のなかま 38-6 01.６

十五年目に入ったJR九州の経営施策と国労の運動 真子俊久 国労文化 467 01.６

組織強化・拡大で国立医療を守り抜く全医労 鈴木　誠 国公労調査時報 463 01.７

特集　2002－2003年度自治労運動方針に望む 自治労通信 685 01.７

「公務員制度改革」は組織の運命左右する大闘争に（金子安男）

公務員攻撃には中長期で反撃「働くものの視点」大切に運動を（溝口　究）

造船重機労連の女性活動について 小川ミチ子 造船重機 139 01.５

35．団体交渉，労働協約
特集　職場要求の実現と労働協約 労働運動 442 01.７

労働協約闘争の土台は職場要求（佐藤敏雄）切実な要求実現に何が必要か（大木　寿）

職場要求と政治の窓口からの接近（篠塚裕一）分社化・全員解雇に歯止めかけた力（清水　悟）
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36．賃金闘争（含　生活改善闘争）
2001年春季闘争の収束と当面する課題について 古家公文 NKU 11 01.５

特集　新世紀春闘の「光と影」 月刊全労連 54 01.７

春闘再生へ労働界の壮大な共同が問われている（鹿田勝一）新世紀春闘をたたかって～キーワードは地域

（座談会）

（坂内三夫　國分　武　小室正範　目崎静江　岩橋祐治　久間　誠　司会：寺間誠治）他

今日の賃金運動はどうあるべきかを考える（２） 佐藤正明 建設労働のひろば 39 01.７

特集　2001年春闘総括と今後の課題 社会主義 461 01.６

グローバル化における労働者運動の課題（佐藤　保）「春闘改革」としてスタートした今春闘（福原　武）

年末から六社で組合結成（福岡俊雄）連合初のパート春闘（鴨　桃代）なぜ今公務員制度改革か（橋本

勇）他

2001年春闘を振り返る 稲葉康生 賃金実務 884 01.7.1

37．労働時間闘争
「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準について」をどうとらえるか

橋本篤弘 金融労働調査時報 615 01.５

38．合理化・雇用対策
大量失業時代の到来と国鉄闘争の教訓 滝野　忠 科学的社会主義 39 01.７

特集　反首切り・反失業の統一闘争へ 科学的社会主義 39 01.７

「解雇制限法」制定への今日的課題（松本久史）ワークシェアリングをめぐる論点（松村文人）

震災大量解雇から六年－組織づくりの到達点（黒崎隆雄）分限免職処分と地裁勝利判決（須藤　伸）

産業技術総合研究所の独立行政法人化の狙いと研究・労働条件の改悪反対のたたかい

森　正人 国公労調査時報 463 01.７

独立行政法人移行にあたって，労働条件を維持・改善する取り組みはどこまで進んでいるか

飯塚　徹 国公労調査時報 463 01.７

倒産時における労働債権の保護（中） 有田謙司 世界の労働 51-6 01.６

＊多様な就業形態の組み合わせと労使関係に関する調査研究報告書 連合総合生活開発研究所　B5.167 01.３

39．権利闘争
新たな展開を見せ出した国鉄闘争 大谷常夫 科学的社会主義 39 01.７

特集　菊池闘争，全面勝訴の地裁判決 過労自殺の公務上認定に新展開　月刊権利闘争 296 01.６

亡き夫の公務災害認定を求めて（菊池有美子）私にとっての菊池闘争（澤田新一）

「仕事漬け攻撃」に反撃を 政田辰男 月刊権利闘争 296 01.６

国鉄闘争の「全面解決」を実現するために 樋越　忍 人民の力 725 01.７

＊人間らしく働くルール 宮前忠夫 学習の友社 A5.151 01.８

42．労働者福祉運動
特集　第32回全国生協研究会 季刊生協労連 105 01.６

21世紀に生き残る商店街づくりへ（講演）（原田　完）

人間らしく生き，働くことができる世紀に（報告）（菅　義人）他

「協同労働」への挑戦 岡安喜三郎 協同の発見 108 01.６

特集　インターネットとくらし 生活協同組合研究 305 01.６

インフォテック対インフォアーツ（野村一夫）インターネットと生協組合員（近本聡子）

生協をめぐる諸問題（講演） 福田　繁 労働者福祉研究 51 01.６

福井県高齢者協同組合の活動について（講演） 中川　清　宮川緑夫　吉田秀尾　労働者福祉研究 51 01.６

43．労働組合と政治
参議院選挙で政治を変えよう 自交総連 自交労働者月報 296 01.６

Ⅳ 経営労務
51．人事・労務管理
ここが問題「コース別雇用管理」 厚生労働省 企業と人材 772 01.6月20日付録

特集　専門・企画業務型裁量労働制の現状と課題 月刊人事労務 149 01.７
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企画業務型裁量労働制その意義と概要（１）（野川　忍）

日本テレビ放送網（株）の専門業務型裁量労働制（月刊人事労務編集部）

環境変化に対応した人材育成 俵　実男 産業訓練 548 01.５

特集　人事制度の変革と人材育成 産業訓練 548 01.５

システム・ソリューション事業における人材マネジメント（中澤二朗）

人事管理の個別管理化と戦略化・自己責任化を強める人材育成（大木栄一）

特集　不易のツールTWI 産業訓練 549 01.６

TWIを活用してより強靱な製造現場つくりを目指す（板東央静）TWIは，今こそ活きる（生田千年雄）

競争力ある企業体質の確立をめざす（穂積典明　戸川有）

国と民間企業の人事交流（座談会） 塩野　宏　瀬戸雄三　市川惇信　佐野忠克　人事院月報 608 00.６

特集　新たな人事評価システム 人事院月報 621 01.６

民間企業における人事評価制度の行方（梶原誠）「公務員の新人事評価システム」の概要（人事院総務局）

雇用流動化と人事管理上の課題 岩出　博 賃金事情 2389 01.6.20

ここが問題「コース別雇用管理」 厚生労働省 賃金事情 2389 01.6月20日付録

社員の特性に対応した目標管理定着化の推進 金津健治 賃金実務 883 01.6.15

評価の最重視項目は「業績・成果」 約７割の企業が「結果」を開示

都立労働研究所 労経ファイル 315 01.6.15

情報処理技術者の人事管理 労政時報 3493 01.6.1

コンサルタント活用の成否は選ぶ側の自己責任意識で決まる（インタビュー）

波頭　亮　聞き手：浅久野映子 労政時報 3497 01.6.29

職務内容による処遇，「ポジションクラス制度」 平尾　宰 労働法学研究会報 2235 01.6.10

日本型目標管理の目的は職場における良好な人間関係をつくること！（インタビュー）

西尾　力　インタビュアー：薩川隆一 労働レーダー 25-6 01.６

専門職人材育成と労働管理 神村俊一 労務研究 636 01.６

＊業種・業態別リフレッシュ休暇マニュアル　製造業編

勤労者リフレッシュ事業振興財団編 労働調査会 A5.157 00.５

＊東京都の教育職員人事考課制度 東京都教育職員人事研究会編著 ぎょうせい A5.304 00.９

＊自分でできるキャリア・カウンセリング 坂野尚子 日本法令 A5.144 01.１

＊転職力 キャロル・カンチャー著 内藤　龍訳 光文社 B6.224 01.３

＊人事規定実務全集　改訂版 労務行政研究所 B5.1143 01.７

＊役員処遇実態調査　2001年版 政経研究所 B5.520 01.９

52．賃金管理
メーカー等における成果主義賃金の行き着くところ 金融労働調査時報 615 01.５

54．定年制，退職金，企業年金
アメリカの私的退職プランに関する法的考察（上） 河合　塁 季刊労働法 195 01.３

厚生年金基金の現況（報告） 企業年金 263 01.７

シニアプラン開発機構の平成一三年度事業計画の概要（報告） 企業年金 263 01.７

選択肢の拡大で企業年金は新時代へ 企業年金 263 01.７

平成一二年度の資産運用を振り返る（座談会）

清水幸雄　鈴木日出男　西本　孝　山口　登　米澤康博　高原弘海　司会：中澤一隆

企業年金 263 01.７

企業年金を取り巻く環境変化と企業年金制度改革 渥美由喜 財形福祉 27-6 01.６

確定給付企業年金法案が参院本会議で可決・成立 週刊社会保障 2140 01.6.18

企業年金における受給権保護のあり方 醍醐　聡 週刊社会保障 2138 01.6.4

退職金・年金改革の最優先課題 関　邦雄 賃金実務 885 01.7.15

55．福利厚生
カフェテリアプランの導入構想と社会保障改革 園田洋一 財形福祉 27-6 01.６

2001年版 中小企業と福利厚生 旬刊福利厚生 1733 01.6.8

最近の独身寮運営の実際 旬刊福利厚生 1736 01.7.8
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企業福祉のゆくえ（１） 秋谷貴洋 労務事情 989 01.6.15

56．教育・訓練
「新リードマネジメント」による時代先取りの人材育成 青木仁志 企業と人材 772 01.6.20

特集　ＣＤＰ・ローテーションによる人材育成 産業訓練 550 01.７

自律型社員の育成支援（末岡克教）複線型人事制度におけるキャリア開発支援の取り組み（丸山達哉）

本気で考えろ（山本順三）

キャリアコンピテンシーをベースとしたキャリア自律の実践と支援体制の構築を

花田光世 人材教育 13-7 01.７

職業能力開発担当者等を対象とする技法を開発　先見労務管理編集部　先見労務管理 1180 01.7.10

Ⅴ 労働政策
60．総　記
平成一三年度の労働政策 かけはし 15-6 01.６

公務員労働運動の解体・一掃を許すな 月刊交流センター 136 01.７

特殊法人改革攻撃を小泉打倒の反転攻勢として闘おう 津久田禎仁 月刊交流センター 136 01.７

自治体再編で労働者は 大倉雅志 月刊労働組合 426 01.７

政府，「公務員制度改革の大枠」を発表 賃金事情 2390 01.7.5

「公務員制度改革」のねらうもの 小田川義和 東京地評 152 01.６

国立大学の設置形態と労使関係（上） 深谷信夫 労働法律旬報 1503 01.5.上旬

＊労働行政施策利用の手引き 熊本県商工観光労働部労働雇用課編 熊本県 A4.156 01.２

61．雇用政策
特集　見えてきた公務員制度改革のすがた 季刊自治と分権 4 01.July

公務員制度改革論の現状と問題について（川村祐三）公務員制度の新自由主義的改革と公務労働（二宮厚

美）

行政の公共性と公務員制度（福家俊朗）「この国のかたち」と公務員制度改革（座談会）

（西谷　敏　浜川清　司会：晴山一穂）ほころび始めた成果主義・能力主義・給与（藤田　実）他

日本の雇用政策と「社会的経済」 阿部　誠 協同の発見 108 01.６

特集　小泉「構造改革」を撃つ 月刊労働組合 425 01.６

拍車かかる正社員のパート化（鴨桃代）財政出動の効果削ぐ過当競争（原口光一）

公務員制度改革の狙いは何か 松本重延 月刊労働組合 426 01.７

公務員制度改革は豊かな国民生活，労働基本権回復，分権型地方公務員制度の民主的な確立を目指す

大原義行インタビュアー：野田那智子 自治労通信 684 01.６

不良債権処理に伴う失業増大，公的雇用作りで当面の受け皿を　奥田　碩　日労研資料 1250 01.６

62．賃金政策
労働組合の賃金政策（43） 労働大学調査研究所 月刊労働組合 425 01.６

給与勧告についての説明 人事院 人事院月報 611 00.９

64．職業教育・訓練政策
＊東京都職業能力開発計画の策定について答申　第７次

東京都労働経済局職業能力開発部開発課　A4.60 01.３

65．社会保障，社会福祉
公的介護保険制度と地域社会（シンポジウム）

座長：金子　勝　パネリスト：土屋　豊　小林　進　菱山尊幸　佐藤七夫　コメンテーター：嶺　学

法政大学多摩地域社会研究センター研究年報　5 01.３

高齢者のターミナルケアの展開と課題 嶺　学　法政大学多摩地域社会研究センター研究年報　5 01.３

大都市の高齢者福祉政策 町田隆男　法政大学多摩地域社会研究センター研究年報　5 01.３

特集　福祉サービス利用者の権利擁護の現状と課題 月刊福祉 84-9 01.７

福祉サービス利用者の権利擁護と社会福祉法（新井　誠）成年後見制度の利用上の課題について（本田純

一）

地域福祉権利擁護事業の全国傾向と展望（山下興一郎）他
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オンロック／PACEモデル（米国高齢者医療介護プログラム）の概要と課題

河口洋行 海外社会保障研究 135 01.Summer

社会保障・社会福祉における日韓比較 張　炳元 海外社会保障研究 135 01.Summer

特集　第５回厚生政策セミナー「アジアと社会保障」 海外社会保障研究 135 01.Summer

韓国における生産的福祉と積極的福祉（ 在寛）台湾の社会保障制度（イト・ペング）

アジア諸国における年金制度改革の動向（講演）（高山憲之）タイの社会保障（ウティサン・タンチャイ）他

フランスの高齢者介護給付制度 原田康美 海外社会保障研究 135 01.Summer

特集　訪問介護の可能性 混乱の１年で見えてきた活路 介護保険情報 2-3 01.６

制度解釈の修正相次いだ訪問介護の一年　「生活を支える」とは何か（座談会）

（野川とも江　加藤真弓　山本　隆　木間昭子　関口久子）

特集　介護保険施行１年で見えてきたもの 季刊自治と分権 3 01.April

地域に入って見えてきた高齢者のくらし（座談会）（司会：河合克義　行方久生　有田八郎　景山昭宏　奥

村敏男

西川直利　井面　宏　藤野とも子　小野寺栄悦　瀧上エイ子　野村幸裕　佐々木早苗　飯尾尭彦　田中芳

雄　能瀬正樹）他

公的医療保険下における製薬企業の競争環境と企業価値

中西悟志 季刊社会保障研究 37-1 01.Summer

公的年金支出の決定要因 鎮目真人 季刊社会保障研究 37-1 01.Summer

特集　社会保障の政策決定の特徴と今後の課題 季刊社会保障研究 37-1 01.Summer

世紀末の年金改正を検証する（宮武　剛）

圧力グループと日本の医療政策（1995～2000年）（ポール・デビッド・タルコット）

戦後社会保障政策の過程と構造（新川敏光）介護保険制度の政策形成過程の特徴と課題（増田雅暢）

社会保障法判例 橋爪幸代 季刊社会保障研究 37-1 01.Summer

介護保障と地域調査 河合克義 季刊地方自治 1 00.10

介護保険の情報公開個人名をめぐって 三木由希子 月刊自治研 501 01.６

介護保険施行一年その評価と課題 堺　園子 月刊社会民主 554 01.７

介護保険制度実施から１年の現状と問題点 田中　潤 月刊生活と健康 843 01.６

医療費の請求，審査，支払の仕組み　社会保険診療報酬支払基金企画部　健康保険 55-5 01.５

21世紀の社会保険を語る（上） パネリスト：藤澤益夫　本間正明 健康保険 55-6 01.６

深刻な財政危機に直面する政府管掌健康保険　厚生労働省保険局総務課　健康保険 55-6 01.６

審査の充実・審査の精度向上に向けた取組　社会保険診療報酬支払基金企画部　健康保険 55-6 01.６

高齢者介護サテライト勘定整備の枠組みと推計結果 長倉真寿美 厚生の指標 48-6 01.６

特集　介護保険施行後の施設介護と在宅介護　介護（福祉）労働の現状と課題

国際経済労働研究 908 01.３

ホームヘルプ労働の現状と労働法上の問題について（報告）（宮路　博）

超高齢社会と社会福祉の大転換の中で（報告）（山田尋志）

介護保険制度の在宅利用の状況 藤田仁朗 財形福祉 27-6 01.６

医療保険制度改革にむけて 藤井良治 社会保険 612 01.７

寝たきり・痴呆老人の戦後史（Ⅲ） 宮崎和加子 社会保険旬報 2099 01.6.1

世代間の公平を巡る議論への一視点 植村尚史 社会保険旬報 2100 01.6.11

医療費抑制に必要な一般医の知恵 渡辺元雄 社会保険旬報 2101 01.6.21

高齢者施設ケアの質向上 水野洋子　荒井由美子 社会保険旬報 2101 01.6.21

財政再建と社会保障 小林迪夫 週刊社会保障 2137 01.5.28

逆選択論の虚構性 田多英範 週刊社会保障 2140 01.6.18

社会保障体系の再構築 島　和俊 週刊社会保障 2141 01.6.25

福祉・医療の市場化はどこに着地するか（座談会）

横山寿一　篠崎次男　二宮厚美　賃金と社会保障　1299/1300 01.6月合併号

新しい福祉課題とソーシャルワーカー教育 椋野美智子　　日本社会事業大学研究紀要　47 00.12

国民健康保険の導入の背景・過程について 北場　勉　　日本社会事業大学研究紀要　47 00.12
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特集　国民皆保険があぶない 民医連医療 347 01.７

健康保険組合の危機をめぐって（藤好重泰）経営難と一体ですすむ中小業者の健康破壊（岡崎民人）

介護保険に仕組まれたパンドラの箱を開けさせるな（大川敦史）若い仲間と社会保障運動（講演）（清水

洋）他

動き出した介護保険とその課題 横山寿一 労働者福祉研究 51 01.６

介護保険制度下での地域生協の福祉事業の取り組み 成田直志 労働者福祉研究 51 01.６

介護保険制度の実施状況と今後の課題 千田　透 労働者福祉研究 51 01.６

公的介護保険と労働金庫 多賀俊二 労働者福祉研究 51 01.６

全労災の『介護サービス事業』の取り組みについて 湯川　洋 労働者福祉研究 51 01.６

＊知らないと損する介護休業＆保険 秋保雅男，鈴木ひろみ 東洋経済新報社 A5.213 01.４

＊ホームヘルパー消滅の危機 ヘルスケア総合政策研究所編 日本医療企画 B5.371 01.５

＊市民が安心して暮らせる地域福祉の実現を 全労済協会 A4.113 01.７

66．労働法
賃金差別と同一（価値）労働同一賃金の原則１ 森　博行 科学的社会主義 39 01.７

会社分割法制の概要と今後の課題 古川景一 ゼンセンコンパス 51-7 01.７

特集　解雇法制 日本労働研究雑誌 491 01.６

整理解雇法について（ロルフ・ヴァンク）不完備契約理論と解雇規制法理（常木　淳）

解雇法制（『日本労働研究雑誌』編集委員会）整理解雇法理の再検討（藤原稔弘）

解雇権濫用法理の法的正当性（土田道夫）解雇法制と労働市場（中田（黒田）祥子）

解雇をめぐる法的救済の実効性（山口純子）

労働債権の手続問題 森井利和 労働法律旬報 1503 01.5.上旬

労働者の家族責任と育児介護休業法の役割 斎藤　周 労働法律旬報 1503 01.5.上旬

経済社会の変化に対応する円滑な再就職を促進するための雇用対策法等の一部を改正する等の法律の概要

厚生労働省職業安定局雇用政策課 労働法令通信 54-16 01.6.8

「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」の解説

労働法令研究会 労働法令通信 54-16 01.6.8

＊男女雇用機会均等法労働基準法（女性関係等）育児・介護休業法・パートタイム労働法解釈便覧

労働省女性局監修 21世紀職業財団 B6.477 00.11

＊派遣元責任者必携労働者派遣法　増補改訂

労働省職業安定局民間需給調整事業室編著 財形福祉協会 B5.294 00.12

＊企業内労働者代表の課題と展望 労働問題リサーチセンター／国際労働法フォーラム　A4.328 01.３

＊「問題社員」対応の法律実務 石井妙子 日経連出版部 B6.231 01.４

67．労働判例
業務への不適格性を理由にする降格配転および賃金減額の有効性　上田谷恒久　季刊労働法 195 01.３

特集　労働条件の不利益変更 最高裁判決の意義（北都銀行・函館信用金庫・みちのく銀行）

季刊労働法 195 01.３

就業規則の不利益変更に関する最近の最高裁三判決をいかに受け止めるべきか（倉地康孝）

就業規則による労働条件の不利益変更（小西國友）

特集　労働判例と実務対応 経営者 653 01.６

不利益変更が争われる事件では，裁判所によって判断が分かれる（浅井　隆）

法的義務ではないとしても，積極的な格差是正措置が求められよう。（石井妙子）他

58歳から定年60歳までの間の賃金減額は合理性を欠く不利益変更であるとした例

牛場国雄 月刊経営労務 553 01.６

恵泉寮整理解雇無効確認訴訟，原告側全面勝訴の判決 福田　徹 月刊権利闘争 296 01.６

最近の労働事件判決の傾向Ⅶ 増田雅一 月刊社会保険労務士 37-6 01.６

労使合意しても書面作成なき労働協約は無効 勝亦啓文 先見労務管理 1178 01.６

最近の労働判例について（上）（講苑） 野田　進 中央労働時報 984 01.６

産休取得で賞与ゼロは無効 労経ファイル 315 01.6.15

信条と賃金差別 労働法学研究会報 2234 01.6.1
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日本化薬健康維持組織（HMO）における報奨金制度 大原利夫 労働法律旬報 1503 01.5.上旬

六〇歳定年制下での五五歳以降の行員の大幅な賃金引下げ措置（就業規則の不利益変更）の合理性判断

小俣勝治 労働法律旬報 1504 01.5.下旬　

更衣時間等の労働時間該当性について 労働法令研究会 労働法令通信 54-17 01.6.18

68．労働委員会
中労委労働者委員選任のたたかいの到達点と今後の課題 国分　武 国公労調査時報 463 01.７

命令書寸感 小林啓二 中央労働時報 984 01.６

＊山口県地方労働委員会年報　平成11年版 山口県地方労働委員会事務局　A5.61 00.６

＊大阪地労委年報　平成12年 大阪府地方労働委員会事務局　A5.817 01.３

＊大分県地方労働委員会会報　平成12年版 大分県地方労働委員会　A5.111 01.５

＊山口県地方労働委員会年報　平成12年版 山口県地方労働委員会事務局　A5.55 01.６

＊石川県地方労働委員会年報　平成12年 石川県地方労働委員会事務局　A5.165 01.７

＊茨城県地方労働委員会年報　平成12年版 茨城県地方労働員会事務局　A5.222 01.７

Ⅵ 世界労働
71．アジア
韓国の企業別労働組合における内部政治 趙孝來　訳：金元重 大原社会問題研究所雑誌 512 01.７

73．ヨーロッパ
フランスと労働社会と社会民主主義 田中光雄 月刊国際労働運動 355 01.６

イタリアの個別紛争処理 大内伸哉 世界の労働 51-6 01.６

78．国際労働運動
日独・日韓の労組定期協議（インタビュー） 草野忠義　聞き手：工藤幸男　世界の労働 51-6 01.６

＊IUFアジア太平洋地域総会第10回および第25回海外労働事情視察団報告書

国際食品労連日本加盟労組連絡協議会　B5.86 01.７

79．ＩＬＯ，国際機関
ILO「協同組合の促進」新勧告案に対する日本労働者協同組合連合会の見解と提案

菅野正純 協同の発見 108 01.６

アジアの現状とILOの対応 堀内光子 世界の労働 51-5 01.５

特集　第89回ILO総会（代表団と議題） 世界の労働 51-5 01.５

北欧と日本の労働市場（講演）（リチャード・アンカー）ILO「雇用の終了」の概要（菊池高志）

ILO条約の適用をめぐる最近の諸問題（上） 初岡昌一郎 世界の労働 51-6 01.６

ILO世界労働報告2000年版「変わりつつある世界のなかでの所得保障と社会保護」（最終回）

大西洋也 世界の労働 51-6 01.６

ILOの労働安全衛生マネジメントシステム（報告） 佐々木元茂 世界の労働 51-6 01.６

予算問題が中心となった理事会（座談会）

中野秀世　鈴木俊男　伊藤祐禎　司会：工藤幸男 世界の労働 51-6 01.６

Ⅶ 歴　史
80．総　記
＊労働衛生のあゆみ　労働省労働基準局安全衛生部監修 中央労働災害防止協会編

中央労働災害防止協会 B5.222 00.３

81．労働史（日本）
語りつがねばならぬこと（４） 塩沢美代子 安全センター情報 277 01.７

戦間期国鉄における身分制度の変化 禹宗 社会科学論集（埼玉大） 103 01.６

＊在日コリアンのアイデンティティと日本社会　

キム・ソンヒョ， 山下誠也，日隈光男編 明石書店 B6.223 01.７

＊部落の歴史像 藤沢靖介 解放出版社 B6.301 01.７

85．労働運動史（日本）
職場の声に依拠した組合活動（上） 船津義海 月刊労働組合 425 01.６
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炭労の石炭政策転換闘争 松永裕方 社会主義 461 01.６

三池からみた炭労の「石炭政策転換闘争」

山下　開　立山　久　平地一郎　松永裕方　山崎耕一郎　善明建一 社会主義 461 01.６

「長期抵抗・統一路線」をめぐって

山下　開　立山　久　平地一郎　野田邦治　山崎耕一郎　善明建一 社会主義 463 01.７

三池の「長期抵抗・統一路線」と職場闘争 善明建一 社会主義 463 01.７

＊全逓島根地区史 全逓信労働組合島根県連絡協議会　B5.983 01.１

86．労働運動史（外国・国際）
＊イタリア労働運動の生成 横山隆作 学文社 A5.260 01.３

87．社会主義運動史（日本）
革命的理論がなければ革命的運動もありえない 大内兵衛 社会主義 462 01.6月増刊

堺利彦の人と思想 川口武彦 社会主義 462 01.6月増刊

社会主義運動におけるふろたきの役割 山川　均 社会主義 462 01.6月増刊

対立の根源 向坂逸郎 社会主義 462 01.6月増刊

労農派の党建設論と労働者政党の展望 山崎耕一郎 社会主義 462 01.6月増刊

＊高澤寅男のあゆみ しらかば工房 A5.368 00.10

＊転向再論 鶴見俊輔，鈴木　正，いいだもも 平凡社 B6.268 01.４

＊中野重治の肖像 林　尚男 創樹社 A5.322 01.５

88．社会主義運動史（外国・国際）
1930年代イギリス知識人の肖像 川成　洋 大原社会問題研究所雑誌 512 01.７

プロ独裁，社会主義，共産主義 藤澤　晃 科学的社会主義 39 01.７

ソ連・東欧社会主義体制崩壊の総括のあり方について（上） 山藤　彰　社会主義 461 01.６

ソ連・東欧社会主義体制崩壊の総括のあり方について（中） 山藤　彰　社会主義 463 01.７

国際反ファッショ抗日ネットワークと中国工業合作運動　菊池一隆 商学論集（福島大） 69-4 01.３

毛沢東の思想と一九四九年の中国 近藤邦康 大東法学 36 01.３

もう一つのロシア革命論 左近　毅 リベルテール 32-4 01.７

ヨーロッパ社会主義－その生けるものと死せるもの（下） 柴山健太郎　労働運動研究 380 01.６

＊いま，レーニンへの旅 斎藤治子 東洋書店 A5.63 00.11

＊マルクス 今村仁司編 作品社 A5.190 01.５

＊キューバは今 後藤政子 御茶の水書房 A5.63 01.７

＊ヨーロッパ社会民主主義　「第３の道」論集　２ 生活経済政策研究所 B5.107 01.７

＊ヨーロッパ社会民主主義と日本の進路 山本政弘 社会科学研究所 A5.115 -

89．諸社会運動史
部落解放運動の歴史と伝統（16） 朝田善之助　聞く人：松岡英夫 朝田善之助全記録 46 01.４

完全解放への展望（17） 部落解放同盟中央オルグ学校 朝田善之助全記録 46 01.４

群馬県水平運動における「融和主義」的路線について

三原容子　研究紀要（世界人権問題研究センター）6 01.３

全国水平社創立大会について 鈴木　良 部落問題研究 156 01.６
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